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 ６．特記仕様書

工事説明書業務説明書

概要

時計塔移設移設検討業務　一式

契約書に示す着手の日から120日間とする。（令和 9年 1月25日までとする。）

「道路構造令」「札幌市道路構造の技術的基準及び道路標識の寸法に関する条例」「道路土工要綱」「札幌市土木設計業

務共通仕様書」「札幌市土木工事共通仕様書」「札幌市土木工事標準設計図集」「歩道施工ガイドライン（札幌市発行）

」「道路設計要領（北海道）」その他関連仕様書、要領及び指針による。

場所

期間

図面

仕様書

南区真駒内緑町４丁目

別添のとおり。

別添のとおり

                                  札幌市- 1 -

契約書に示す着手の日から令和9年1月25日までとする。



​特記仕様書​

​１.業務目的​
​　札幌市では、令和５年１１月に真駒内駅前地区の土地利用再編の方向性を具体化する「真​
​駒内駅前地区まちづくり計画」を策定した。また、令和６年３月には３・４・43平岸通の線​
​形を変更し、真駒内駅前を迂回するよう都市計画決定（変更）している。​
​　本業務では、この線形変更に伴い真駒内駅前に設置されている時計塔が支障となることか​
​ら、その健全性を調査するとともに、そのままの形状や風合いを極力損なうことなく移設が​
​可能かを検討するものである。​

​２.時計塔について​
​　真駒内駅前に設置されている時計塔は、1972年の札幌冬季オリンピックの開催を記念して​
​設置されたものであり、50年以上経過した現在でも地域のシンボルとして周辺住民に親しま​
​れている。​
​　時計塔の本体工は鉄筋コンクリート柱の中空構造であり、コンクリート表面には天然石壁​
​面材が貼り付けられ、中空部分や基礎工横の地中部には時計装置が格納されている。​
​　また、平成25年度に時計塔の健全度調査を実施した結果、本体工は健全であることが確認​
​され、一部損傷していた天然石壁面材（黒御影石）の貼替や壁面材間のコーキング、鋼製蓋​
​の再塗装などの補修を実施している。​

​３.着手日​
​　本業務の着手日は令和8年9月28日を予定している。​

​４.業務内容​
​（１）計画準備​
​　業務の目的、主旨を把握した上で、設計図書に示す業務内容を確認し、以下の項目の内容​
​を記載した業務計画書を作成すること。​
​①業務概要、②実施方針、③業務工程、④業務組織計画、⑤打合せ計画、⑥成果品の品質を​
​確保するための計画、⑦成果品の内容・部数、⑧使用する主な図書及び基準、⑨連絡体制​
​（緊急時を含む）、⑩使用する主な機器、⑪照査計画、⑫その他必要事項​

​（２）既存資料収集・整理​
​　設計図書、補修履歴などの既存資料を収集・整理のうえ、業務に必要な条件について確認​
​を行うこと。​

​（３）現地踏査​
​　現地状況と既存資料との整合の確認、設計に必要な現地状況を把握するために、現地踏査​
​を行うこと。現地踏査に当たっては、現地にて時計塔や立地状況、周辺環境などを把握し、​
​移設に当たっての課題を整理すること。​

​（４）健全度調査​
​　健全度調査は、時計塔の本体工や壁面材、鋼製材及び時計装置の劣化や損傷を把握するも​
​のであり、調査は近接目視及び打音検査を基本とするが、時計塔の本体工である鉄筋コンク​
​リート柱の中空部分については、ファイバースコープ等による間接目視により実施するこ​
​と。​
​　調査の実施に当たっては、以下に示す高所作業車の利用を３日間と想定し、直接経費とし​
​て機械経費を計上する。​
​　​​高​​所​​作​​業​​車​​：​​ト​​ラッ​​ク​​架​​装・​​伸​​縮​​ブー​​ム・​​バ​​ス​​ケッ​​ト​​型​ ​作​​業​​床​​高​​14.0m​ ​積​​載​​荷​​重​​200kg​
​定員2名。​
​　また、間接目視に用いるファイバースコープについては、健全度調査に要する直接人件費​
​の割合により算出し、直接経費として機械経費を計上する。​
​　なお、調査の結果、劣化が確認された場合の詳細調査や強度試験等の実施については、担​
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​当者と協議し決定すること。​

​（５）移設検討​
​1）性能照査​
​　時計塔の本体工及び時計装置の鋼製材（支柱やベースプレート等）が安全性を有している​
​かの性能照査を行い、再利用することの可否を検討すること。​

​2）壁面材の撤去再利用方法の検討​
​　時計塔の移設に際しては、現状の風合いを極力損なうことの無いよう、コンクリート表面​
​に貼り付けられた天然石壁面材の再利用に向けた撤去方法を検討すること。また、健全度調​
​査結果を踏まえて張替必要箇所を計画すること。​

​３）施工計画及び仮設計画​
​　時計塔の移設に必要な仮設備の規模や作業工程を検討し、概略施工計画を検討すること。​
​　移設検討に当たっては、一括移設、分割移設、壁面材及び時計設備の部分のみの再利用を​
​含めた比較検討を行うこと。なお、移設場所は現時点で未定であるが、現在位置からの撤​
​去、仮置き、本移設の施工ステップを想定している。​

​４）概算工事費算出​
​　検討結果をもとに、時計塔移設の概算工事費を算定すること。​

​（６）照査​
​　業務の区切り段階ごとに内容の照査を行うこと。​
​　なお、照査時期については、業務計画書作成時に検討を行い、担当職員の承認を得るこ​
​と。​

​（７）報告書作成​
​①​​本業務は電子納品対象業務とする。電子納品とは、調査、設計、工事などの各業務段​

​階の最終成果を電子データで納品することをいう。ここでいう電子データとは、「札​
​幌市電子納品運用手引き［土木業務編］：（以下、「手引き」という。）」に示され​
​たファイルフォーマットに基づいて作成されたものを指す。​

​② 成果品は、「手引き」に基づいて作成した電子データを電子媒体（DVD-R等）で2部提​
​出する。「手引き」で特に記載のない項目については、原則として電子データを提出​
​する義務はないが、「手引き」の解釈に疑義がある場合は担当職員と協議のうえ、電​
​子化の是非を決定する。​

​　　なお、電子納品の運用にあたっては、「手引き」に基づいて行うものとする。​
​③ 成果品の提出の際には、電子納品チェックシステムによるチェックを行い、エラーが​

​ないことを確認した後、ウイルス対策を実施したうえで提出すること。​

​５.打合せ​
​　打合せ協議は以下の回数を予定している。なお、主任設計者はすべての打合せに出席する​
​こと。​
​　業務着手時、成果品納品時、中間（３回）​

​６.設計留意書の作成​
​　本業務においては、その設計を通じて得た着目点、留意点等（生産性向上の観点から後段​
​階設計時に一層の検討を行うべき事項）後段階の設計時に検討すべき提案をとりまとめた生​
​産性向上設計留意書を作成するものとすること。​

​７.主任設計者及び照査技術者について​
​1.本業務の主任設計者及び照査技術者は、下記の条件を満たす者とする。​
​　（１）　主任設計者は、下記資格要件分類表の（Ⅱ）の要件を満たす者とする。​
​　（２）　照査技術者は、下記資格要件分類表の（Ⅱ）の要件を満たす者とする​
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​要件分類​
​資　　格​

​主任設計者​ ​照査技術者​

​資格要件（Ⅰ）​

​技術士（建設部門－​​鋼構造及びコンクリート、​​。総合技術監理部門－建設－​​鋼構造​
​及びコンクリート​​）、ＲＣＣＭ（​​鋼構造及びコンクリート​​）のいずれかの資格保有​
​者。​

​資格要件（Ⅱ）​
​技術士（建設部門、総合技術監理部門－建設）、ＲＣＣＭ（​​鋼構造及びコンク​
​リート​​）のいずれかの資格保有者。​

​資格要件（Ⅲ）​

​技術士（建設部門、総合技術監理部門​

​－建設）、ＲＣＣＭ（別表１）のいず​

​れかの資格保有者、又は建設コンサル​

​タント等業務について（大学・短大・​

​高専卒20年、高卒22年、その他25年以​

​上）実務経験を有する者。​

​技術士（建設部門、総合技術監理部門​

​－建設）、ＲＣＣＭ（別表１）のいず​

​れかの資格保有者。​

​資格要件（Ⅳ）​

​技術士（別表２）、ＲＣＣＭ（別表​

​３）のいずれかの資格保有者、又は建​

​設コンサルタント等業務について（大​

​卒13年、短大・高専卒15年、高卒17年​

​以上）実務経験を有する者。​

​技術士（別表２）、ＲＣＣＭ（別表​

​３）のいずれかの資格保有者。​
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​【別記】​

​個人情報の取扱いに関する特記事項​

​（工事・当初から個人情報の取扱いを委託しない設計等用）​

​　（個人情報の保護に関する法令等の遵守）​

​第１条　受注者（受託者）は、本工事（業務）を施工（履行）するに当たって個人情報​

​を取扱うこととなった場合は、「個人情報の保護に関する法律」（平成１５年法律第５​

​７号。以下「個人情報保護法」という。）、個人情報保護委員会が定める「個人情報の​

​保護に関する法律についての事務対応ガイド（行政機関等向け）」（以下「事務対応ガ​

​イド」という。）、「札幌市情報セキュリティポリシー」等に基づき、この個人情報の​

​取扱いに関する特記事項（以下「特記事項」という。）を遵守しなければならない。​

​　（管理体制の整備）​

​第２条　受注者（受託者）は、個人情報（個人情報保護法第２条第１項に規定する個人​

​情報をいう。以下同じ。）の安全管理について、内部における管理体制を構築し、その​

​体制を維持しなければならない。​

​　（管理責任者及び従業者）​

​第３条　受注者（受託者）は、個人情報の取扱いに係る保護管理者及び従業者を定め、​

​書面（当該書面に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。）により発​

​注者（委託者）に報告しなければならない。​

​２　受注者（受託者）は、個人情報の取扱いに係る保護管理者及び従業者を変更する場​

​合の手続を定めなければならない。​

​３　受注者（受託者）は、保護管理者を変更する場合は、事前に書面により発注者（委​

​託者）に申請し、その承認を得なければならない。​

​４　受注者（受託者）は、従業者を変更する場合は、事前に書面により発注者（委託​

​者）に報告しなければならない。​

​５　保護管理者は、特記事項に定める事項を適切に実施するよう従業者を監督しなけれ​

​ばならない。​

​６　従業者は、保護管理者の指示に従い、特記事項に定める事項を遵守しなければなら​

​ない。​

​　（取扱区域の特定）​

​第４条　受託者は、個人情報を実際に取り扱って事務を実施する区域（以下「取扱区​

​域」という。）を定め、業務の着手前に書面により委託者に報告しなければならない。​

​２　受注者（受託者）は、取扱区域を変更する場合は、事前に書面により発注者（委託​

​者）に申請し、その承認を得なければならない。​

​３　受注者（受託者）は、発注者（委託者）が指定した場所へ持ち出す場合を除き、個​

​人情報を定められた場所から持ち出してはならない。​

​　（守秘義務）​

​第５条　受注者（受託者）は、本工事（業務）の施工（履行）に伴い直接又は間接に知​

​り得た個人情報を第三者に漏らしてはならない。​



​２　受注者（受託者）は、その使用する者がこの契約に係る事務を処理するに当たって​

​知り得た個人情報を他に漏らさないようにしなければならない。​

​３　前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても、また同様とす​

​る。​

​　（下請契約（再委託））​

​第６条　受注者（受託者）が、本工事（業務）のうち、個人情報の取扱いに係る下請契​

​約（再委託）をする場合には、あらかじめ発注者（委託者）に書面により申請し、発注​

​者（委託者）から承諾を得なければならない。​

​２　受注者（受託者）は、前項の申請をする場合には、発注者（委託者）に対して次の​

​事項を明確に記載した書面を提出しなければならない。​

​　(1) 下請契約（再委託）先の名称​

​　(2) 下請契約（再委託）する理由​

​　(3) 下請契約（再委託）して処理する内容​

​　(4) 下請契約（再委託）先において取り扱う情報​

​　(5) 下請契約（再委託）先における安全性及び信頼性を確保する対策​

​　(6) 下請契約（再委託）先に対する管理及び監督の方法​

​３　発注者（委託者）が第１項の規定による申請に承諾した場合には、受注者（受託​

​者）は、下請契約（再委託）先に対して本契約に基づく一切の義務を遵守させるととも​

​に、発注者（委託者）に対して下請契約（再委託）先の全ての行為及びその結果につい​

​て責任を負うものとする。​

​４　発注者（委託者）が第１項及び第２項の規定により、受注者（受託者）に対して個​

​人情報の取扱いに係る下請契約（再委託）を承諾した場合には、受注者（受託者）は、​

​下請契約（再委託）先との契約において、下請契約（再委託）先に対する管理及び監督​

​の手続及び方法について具体的に規定しなければならない。​

​５　前項に規定する場合において、受注者（受託者）は、下請契約（再委託）先の履行​

​状況を管理・監督するとともに、発注者（委託者）の求めに応じて、その管理・監督の​

​状況を適宜報告しなければならない。​

​　（派遣労働者等の利用時の措置）​

​第７条　受注者（受託者）は、本工事（業務）を派遣労働者、契約社員その他の正社員​

​以外の労働者に行わせる場合は、正社員以外の労働者に本契約に基づく一切の義務を遵​

​守させなければならない。​

​２　受注者（受託者）は、発注者（委託者）に対して、正社員以外の労働者の全ての行​

​為及びその結果について責任を負うものとする。​

​　（個人情報の管理）​

​第８条　受注者（受託者）は、本工事（業務）において利用する個人情報を保持してい​

​る間は、事務対応ガイドに定める各種の安全管理措置を遵守するとともに、次の各号の​

​定めるところにより、当該個人情報の管理を行わなければならない。​

​　(1)　個人情報を取り扱う事務、個人情報の範囲及び同事務に従事する従業者を明確​

​化すること。​

​　(2)　組織体制の整備、取扱状況を確認する手段の整備、情報漏えい等事案に対応す​

​る体制の整備、取扱状況の把握及び安全管理措置の見直しを行うこと。​

​　(3)　従業者の監督を行うこと。​



​　(4)　取扱区域の管理、機器及び電子媒体等の盗難等の防止、電子媒体等の取扱いに​

​おける漏えい等の防止、個人情報の削除並びに機器及び電子媒体等の廃棄を行うこと。​

​　(5)　アクセス制御、アクセス者の識別と認証、外部からの不正アクセス等の防止及​

​び情報漏えい等の防止を行うこと。​

​　（提供された個人情報の目的外利用及び第三者への提供の禁止）​

​第９条　受注者（受託者）は、本工事（業務）において利用する個人情報について、本​

​工事（業務）以外の目的で利用し、又は第三者へ提供してはならない。​

​　（受渡し）​

​第１０条　受注者（受託者）は、発注者（委託者）と受注者（受託者）との間の個人情​

​報を含む書類等の受渡しを行う場合には、発注者（委託者）が指定する方法による受渡​

​し確認を行うものとする。​

​　（個人情報の返還、消去又は廃棄）​

​第１１条　受注者（受託者）は、本工事（業務）の終了時に、本工事（業務）において​

​利用する個人情報について、発注者（委託者）の指定した方法により、返還、消去又は​

​廃棄しなければならない。​

​２　受注者（受託者）は、本工事（業務）において利用する個人情報を消去又は廃棄す​

​る場合は、事前に消去又は廃棄すべき個人情報の項目、媒体名、数量、消去又は廃棄の​

​方法及び処理予定日を書面により発注者（委託者）に申請し、その承諾を得なければな​

​らない。​

​３　受注者（受託者）は、個人情報の消去又は廃棄に際し発注者（委託者）から立会い​

​を求められた場合は、これに応じなければならない。​

​４　受注者（受託者）は、前３項の規定により個人情報を廃棄する場合には、当該個人​

​情報が記録された電磁的記録媒体の物理的な破壊その他当該個人情報を判読不可能とす​

​るのに必要な措置を講じなければならない。​

​５　受注者（受託者）は、個人情報を消去し、又は廃棄した場合には、発注者（委託​

​者）に対してその日時、担当者名及び消去又は廃棄の内容を記録した書面で報告しなけ​

​ればならない。​

​　（定期報告及び緊急時報告）​

​第１２条　受注者（受託者）は、発注者（委託者）から、個人情報の取扱いの状況につ​

​いて報告を求められた場合は、直ちに報告しなければならない。​

​２　受注者（受託者）は、個人情報の取扱状況に関する定期報告及び緊急時報告の手順​

​を定めなければならない。​

​　（監査及び調査）​

​第１３条　発注者（委託者）は、本工事（業務）に係る個人情報の取扱いについて、本​

​契約の規定に基づき必要な措置が講じられているかどうか検証及び確認するため、受注​

​者（受託者）及び下請負人（再委託者）に対して、実地の監査又は調査を行うことがで​

​きる。​

​２　発注者（委託者）は、前項の目的を達するため、受注者（受託者）に対して必要な​

​情報を求め、又は本工事（業務）の処理に関して必要な指示をすることができる。​



​　（事故時の対応）​

​第１４条　受注者（受託者）は、本工事（業務）に関し個人情報の漏えい等の事故（個​

​人情報保護法違反又はそのおそれのある事案を含む。）が発生した場合は、その事故の​

​発生に係る帰責の有無にかかわらず、直ちに発注者（委託者）に対して、当該事故に関​

​わる個人情報の内容、件数、事故の発生場所、発生状況等を書面により報告し、発注者​

​（委託者）の指示に従わなければならない。​

​２　受注者（受託者）は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合に備え、発注者​

​（委託者）その他の関係者との連絡、証拠保全、被害拡大の防止、復旧、再発防止の措​

​置を迅速かつ適切に実施するために、緊急時対応計画を定めなければならない。​

​３　発注者（委託者）は、本工事（業務）に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した​

​場合は、必要に応じて当該事故に関する情報を公表することができる。​

​　（契約解除）​

​第１５条　発注者（委託者）は、受注者（受託者）が特記事項に定める業務を履行しな​

​い場合は、特記事項に関連する工事（業務）の全部又は一部を解除することができる。​

​２　受注者（受託者）は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合におい​

​ても、発注者（委託者）に対して、その損害の賠償を請求することはできないものとす​

​る。​

​　（損害賠償）​

​第１６条　受注者（受託者）の責めに帰すべき事由により、特記事項に定める義務を履​

​行しないことによって発注者（委託者）に対する損害を発生させた場合は、受注者（受​

​託者）は、発注者（委託者）に対して、その損害を賠償しなければならない。​


